
Japan Advanced Institute of Science and Technology

JAIST Repository
https://dspace.jaist.ac.jp/

Title 製造業の多角化の定量分析

Author(s) 玄場, 公規

Citation 年次学術大会講演要旨集, 27: 1082-1085

Issue Date 2012-10-27

Type Conference Paper

Text version publisher

URL http://hdl.handle.net/10119/11207

Rights

本著作物は研究・技術計画学会の許可のもとに掲載す

るものです。This material is posted here with

permission of the Japan Society for Science

Policy and Research Management.

Description 一般講演要旨



― 1082―

２Ｊ３２ 

〇造業の多ゅ化の定㔞分析 

 

 
 （場公つ㸦❧㤋大学⋟ۑ

 

 

 
㸯 ࡵࡌࡣ 
 
 日本の〇造業は、1980 年代までの✚ᴟ的に多ゅ化を行っていたが、行き過ぎた多ゅ化を見┤され、

本業にᅇᖐする動きが┒ࢇになった。しかし、㏆年では、┈性がⴭしく低ୗしており、┈性の向上

を目指した多ゅ化がᗘ見┤されている。特に、情報ᢏ⾡等を活用した高ᗘなࢧーࣅス事業の展㛤や

ຍ価್の高い〇ရと⤌ࡳ合ࢃせることで新しいࢧーࣅス事業を行うなどの「ࢧーࣅスイノ࣋ーࣙࢩン」

 。れているࢃの関心が高まっており、そのඛ㐍事や➇தᡓ␎の研究もᩘ多く行
しかしながら、日本の〇造業の多ゅ化については、⤫計データがᩚഛされているにも関ࢃらず、定

㔞的な分析結果は未だஈしい。また、๓㏙のように多ゅ化による┈向上がᮇᚅされているものの、多

ゅ化と┈性との関ಀに関するᐇド分析結果はとࢇどない。この観Ⅼから、本研究では、㏆年の日本

の〇造業の多ゅ化の動向と┈性との関ಀを定㔞的に分析する。 
 

2 ᪤Ꮡ◊✲ 
 

Ḣ⡿においては、多ゅ化のᡓ␎タイプを分けて、多ゅ化と┈性との関ಀを分析する研究ᡂ果がᩘ多

くᥦ♧されている。多ゅ化ᡓ␎の分㢮の方法は様々であるが、大きく分けて、「関連分㔝における多ゅ

化」と「㠀関連分㔝における多ゅ化」をᓧ別した分析が多い。代⾲的な多ゅ化研究としては、多ゅ化の

ᡓ␎タイプを㸵つ㸦ᑓ業ᆺ、ᆶ┤ᆺ、本業・集⣙ᆺ、本業・ᣑᩓᆺ、関連・集⣙ᆺ、関連・ᣑᩓᆺ、㠀

関連ᆺ）に分けるという分㢮方法がᑟධされた㸦5XPHlW,197�）㹙1㹛。この研究では、2�� の多ゅ化業

の多ゅ化と┈⋡の相関を分析しており、「中᰾的能ຊと➇தຊ」に関連した分㔝に㝈定して、多ゅ化

を行った業の┈⋡が高いという結論を得ている。同様に「関連分㔝における多ゅ化を行った業」

が「㠀関連分㔝における多ゅ化を行った業」よりも高い┈性を᭷していることを♧した研究もある

㸦&KULVWHQVHQ DQG 0oQWgoPHU\㸪1981）㹙2㹛 。 
一方、日本における定㔞的なᐇド分析としては、井ら㸦1975）㹙3㹛 あるいはྜྷ原ら㸦1981）㹙4㹛 が

ヲ⣽な分析を行っている。えࡤ、ྜྷ原ら㸦1981）は、日本の 100 社௨上の代⾲的業をࢧンプルとし

て、分析している。その結果、日本業の多ゅ化とそのᡂ果との相関は、๓㏙の 5XPHlW のᐇド結果と

イテク⏘業において、川ୗ方向ࣁ、同様であることを報告している。また、ඣ⋢㸦1995）㹙5㹛 はࡰ

の多ゅ化が上高ᡂ㛗とᙉい相関があり、㍺出➇தຊが低ୗした⏘業が川上方向に多ゅ化していること

を♧した。さらに、日本の〇造業の豊ᐩな⤫計データを用いて、㠀関連分㔝における多ゅ化が┈性を

低ୗさせたこと、ᢏ⾡機会に基づく多ゅ化は┈性を向上させることを♧した研究ᡂ果もある㸦*HPED 
DQG .oGDPD）㹙6㹛。 

しかし、㏆年の〇造業の多ゅ化の動向やそのᡂ果について、ᐇド研究を行った分析結果は、とࢇ

どない。2000 年代になり、日本の〇造業の多ゅ化ᡓ␎は大きくኚ化していると考えられるため、ᐇド

分析結果のᥦ♧がᚲ要である。 
 
３ ศᯒᡭἲ 

 

３.㸯⤫ィࢱ࣮ࢹ 
  
ᚑ来の多ゅ化研究の多くは、業༢のデータを用いて分析を行っている。しかし、多くの日本業

は、ヲ⣽な事業分㔝別の上データを公⾲していない。そのため、過ཤの多ゅ化研究では、データ集

上のไ⣙から、多くても 100 社⛬ᗘを分析対象としており、また、ヲ⣽な定㔞分析を行うことがᅔ㞴で
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ᚑ来の多ゅ化研究の多くは、業༢のデータを用いて分析を行っている。しかし、多くの日本業

は、ヲ⣽な事業分㔝別の上データを公⾲していない。そのため、過ཤの多ゅ化研究では、データ集

上のไ⣙から、多くても 100 社⛬ᗘを分析対象としており、また、ヲ⣽な定㔞分析を行うことがᅔ㞴で

あった。 
 ᐇは、日本では多ゅ化に関する⤫計データは㛗年ᩚഛされてきた。この⤫計データは、ࢃがᅜの大

業のࡳならず中ᑠ業も対象とした大つᶍな調査に基づいており、ヲ⣽かつᐈ観的なデータとしてᢅう

ことが可能である。また、⤫計法に基づく指定⤫計でもあるため、業は⣽心のὀ意をᡶってグධする

ことが⩏務けられている。集計もཝ正になされており、データのಙ㢗性は十分に高いと考えられる。 
ලయ的には、日本では、௨ୗ、二つの多ゅ化⤫計データがある。一つは、研究㛤発費の多ゅ化⤫計と

して、⥲務庁⤫計ᒁ「科学ᢏ⾡研究調査報告」がある。この⤫計は、1970 年からྛ業の〇ရ分㔝別研

究㛤発ᢞ資を調査し、それを⏘業別に集計している。えࡤ、㕲㗰業を本業とする〇造業であっても、

本業である㕲㗰〇ရのࡳならず、化学〇ရ、通ಙ・㟁子〇ရ等について、それぞれ研究㛤発ᢞ資を行っ

ている。これらの研究㛤発費を〇ရ分㢮ࡈとに⤫計⾲に報告することになっている。これを⏘業別〇ရ

別に集計した結果が⤫計⾲として公⾲されている。 
 もう一つの多ゅ化⤫計として、事業の多ゅ化⤫計が⤒῭⏘業┬により公⾲されている。上グの研究㛤

発の多ゅ化⤫計に㐜れて、1985 年から工業⤫計⾲、1991 年ᗘからは業活動基本調査により集計され

ている。工業⤫計⾲は㝸年、業活動基本調査はᙜึ㸱年毎に調査がᐇされていたが、㏆年では毎年

調査が行ࢃれている。業活動基本調査の多ゅ化データは、⏘業別事業分㔝別に集計され、データがᗈ

く一⯡に公㛤されているが、学⾡研究用として、⤒῭⏘業┬の⏦ㄳが認められれࡤ、ྛ業のಶ⚊

データのධ手が可能である。本研究では、このಶ⚊データを⏦ㄳの上、ධ手し、業別のデータを用い

て分析を行った。業活動基本調査は全ᅜを調査対象とし、中ᑠ業もྵめてデータを集計しているた

め、本研究の分析対象業ᩘは、全〇造業で 13,322 業である。また、2008 年ᗘ㸦ᖹᡂ 20 年ᗘ）の

調査データを用いた。 
さらに、本研究では、ྛ業の上高研究㛤発費⋡のデータを用いている。このデータは、業活動

基本調査では集計されていないが、ධ手したಶ⚊データにおいては、๓グの科学ᢏ⾡研究調査報告のデ

ータと⤫合されており、そのデータを活用した。 
 
３㸬２ศᯒ᪉ἲ 
 
 〇造業の多ゅ化の状ἣをᢕᥱするため、ྛ業の事業別の上高ẚ⋡を⟬出し、⏘業༢でᖹᆒ್を

⟬出した。なお、業活動基本調査は⏘業分㢮を୕᱆で分㢮しているが㸦え091、ࡤ ␆⏘㣗料ရ〇造

業、092 Ỉ⏘㣗料ရ〇造業、093 精✐・〇⢊業、099 その他の㣗料ရ〇造業）、分析結果を分かりやすく

するため、ෑ㢌の二᱆が同じ⏘業であれࡤ同じ⏘業分㢮に⤫合し㸦えࡤ、上グの㸲⏘業は㣗ရ〇造業

に⤫合）、25 ⏘業で事業別の上高ẚ⋡のᖹᆒ್を⟬出した。 
ḟに、ྛ業の上高ẚ⋡と┈性との関ಀを᳨ドするため、上高⤒ᖖ┈⋡を被ㄝ明ኚᩘ、ྛ

業の事業別上高ẚ⋡をㄝ明ኚᩘとした重ᅇᖐ分析を行った。なお、多ゅ化と┈性に関してゎ析を行

った᪤Ꮡ研究では、ㄝ明ኚᩘとして、ᗄつかの指ᶆがຍえられている。本研究においても、௨ୗのㄝ明

ኚᩘをຍえて重ᅇᖐ分析を行った[7][8]。ලయ的には、上高研究㛤発費⋡はྛ業のᢏ⾡ຊを♧す代理

指ᶆと考えられるため、┈性に正の影響があると定できる。また、つᶍの┈は一⯡にᗈく一⯡に

知られていることから、ྛ業の上高をㄝ明ኚᩘとしてຍえた。上高は対象業間のࡤらつきが大

きいため、対ᩘによりデータのつ᱁化を行った。 
௨ୗにデータࢧンプルᩘ、ㄝ明ኚᩘཬࡧ被ㄝ明ኚᩘの定⩏を♧す。 
 
࠙データࢧンプルᩘとኚᩘの定⩏ࠚ 
データࢧンプルᩘ㸸13,322 業㸦2008 年ᗘ調査におけるデータ集可能な全〇造業） 
上高⤒ᖖ┈⋡㸸⤒ᖖ┈㸭上高 
上高研究㛤発費ẚ⋡㸸研究㛤発費㸭上高 
業つᶍ㸸log10㸦上高） 
上高ẚ⋡㸸ྛ業の事業別の上高㸭ྛ業の⥲上高 
 

㸲ศᯒ⤖ᯝ 

 

ྛ事業の上高ẚ⋡の全〇造業におけるᖹᆒ್を♧す㸦ᅗ㸯）。ᙜ然ながら、本業である〇造・ຍ

工事業の上高ẚ⋡が最も高く 94.1㸣となったが、多ゅ化の状ἣをᢕᥱするため、ᅗ 1からは㝖外して
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いる。〇造業௨外の上高ẚ⋡は相対的に低く、もっともẚ⋡の高い༺・ᑠ事業の上高ẚ⋡でも

2.7㸣⛬ᗘであった。また、㏆年、〇造業のࢧーࣅス化がᮇᚅされているが、ࢧーࣅス事業の上高ẚ

⋡㸦ᅗ中ࢧーࣅス化ẚ⋡）は全యのᖹᆒ್でࡳると 1㸣௨ୗとᚲずしも高くない。 

  

 
ᅗ㸯 事業分㔝別上高ẚ⋡のᖹᆒ್㸦〇造業全業のᖹᆒ್） 

 

また、ࢧーࣅス化ẚ⋡は、⏘業別に大きくࡤらつきがある。ᅗ㸰に、⏘業別にྛ業のࢧーࣅス化ẚ

⋡のᖹᆒ್を♧した。最も್の高い「その他㍺㏦機Ე」⏘業では、1.6㸣⛬ᗘであり、もっとも低い⏘

業では、0㸣となっている。全య的なഴ向としては、最⤊消費者に㏆いຍ工⤌❧⏘業のࢧーࣅス化ẚ⋡

が高く、⏘業用資ᮦをᥦ౪している⣲ᮦ系⏘業などはࢧーࣅス化ẚ⋡が低いことが分かる。 

 

 
ᅗ㸰 ࢧーࣅス化ẚ⋡の⏘業別ᖹᆒ್ 
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ᅗ㸰 ࢧーࣅス化ẚ⋡の⏘業別ᖹᆒ್ 

 ḟに上高⤒ᖖ┈⋡を被ㄝ明ኚᩘとした重ᅇᖐ分析の結果を௨ୗに♧す。๓㏙のように「業つᶍ」、

「上高研究㛤発ẚ⋡」、「〇造・ຍ工事業の上高ẚ⋡㸦⾲中、本業⋡）」、多ゅ化分㔝の上高のẚ⋡

がẚ㍑的高い「༺・ᑠ事業の上高ẚ⋡㸦⾲中、༺・ᑠ事業⋡）」「ࢧーࣅス事業の上高ẚ⋡

㸦⾲中、ࢧーࣅス化ẚ⋡）」ཬࡧ「建タ事業の上高ẚ⋡㸦⾲中、建タ業⋡）」をㄝ明ኚᩘとして用いた。

なお、ྛㄝ明ኚᩘ間の相関ಀᩘは低く、多重ඹ⥺性のၥ題は↓い。 
 

⾲ 1 上高⤒ᖖ┈⋡を被ㄝ明ኚᩘとした重ᅇᖐ分析結果 
 ኚᩘ 

結果 

ᴗ規ᶍ ◊✲㛤Ⓨ㈝

ẚ率 

ᮏᴗ率 ༺・ᑠ

ᴗ率 

䝃ー䝡ス化ẚ

率 

ᘓタᴗ率 切∦ 

ಀᩘ 0.285 -19.4 -0.318 -0.328 0.538 -0.646 -0.535 

㹲್ 20.8 -72.3 -2.75 -2.15 2.38 -2.39 -4.34 

᭷意Ỉ‽ 1㸣 1㸣 1㸣 5㸣 1㸣 5㸣 1㸣 
㸦ὀ）Ỵ定ಀᩘ㸦ಟ正῭ࡳ）㸸0.283 
 
 ⾲ 1 によれࡤ、業つᶍに対するಀᩘは᭷意に正の್を♧している。しかしながら、研究㛤発費ẚ⋡

と本業⋡のಀᩘは、᭷意に負の್を♧す結果となった。多ゅ化と┈性との関ಀでは、ࢧーࣅス化ẚ⋡

のಀᩘは᭷意に正の್となっているが、༺・ᑠ事業⋡、建タ事業⋡のಀᩘは᭷意に負の್となった。 
 
㸳 ⤖ㄽ 

 
 本研究では、⤒῭⏘業┬の業活動基本調査のಶ⚊データを用いて、〇造業の多ゅ化の状ἣཬࡧ

┈性との関ಀについてᐇド分析を行った。分析の結果、〇造業のࢧーࣅス化は十分に行ࢃれていないが、

ス化ẚ⋡が高いことが┈性に関ಀしているという結果が得られた。その一方で、研究㛤発費ẚࣅーࢧ

⋡と本業の上高ẚ⋡が高い業ど┈性が低いഴ向にあるという結果が得られた。この結果は、㏆

年の日本〇造業のⱞ境を➃的に♧၀しているとゝえる。 
 本研究は、2008 年ᗘ調査のデータを用いているが、ᚋ、2008 年ᗘ௨外のಶ⚊データのᐇド研究を

行うᚲ要があると考えられる。特に、本業⋡、研究㛤発費ẚ⋡ཬࢧࡧーࣅス化⋡と┈性との関ಀは、

他の年ᗘでも同様な結果が得られるのかは、重要な分析課題である。 
 
ཧ⪃ᩥ⊩ 
[1] Rumelt, R.P. (1974) 'Strategy, Structure and Economic Performance' Harvard University Press, 

Cambridge, MA,. 
[2] Christensen,H.K., Montgomery, C.A.,(1981),Corporate economics performance: diversification 

strategy versus market structure. Strategic Management Journal, 2(4), 327-343 
[3] 井㈼一、ᚋ⸨、石㯮ᜨ(1975)「業の多様化に関するᐇド分析」㸸日本⤒῭㛤発センター 

[4] ྜྷ原ⱥᶞ、బஂ間↷ග、伊ᩗஅ、ຍㆤ㔝ᛅ⏨(1985)「日本業の多ゅ化ᡓ␎－⤒Ⴀ資源アプロー

チ」㸸日本⤒῭新聞社 

[5] Fumio Kodama㸦1995）, Emerging Patterns of Innovation, Sources of Japan's Technological 
Edge, Harvard Business School Press㺂 

[6] Kiminori Gemba,Fumio Kodama㸦2001）,Diversification Dynamics of the Japanese industry㸪 
Research Policy, 30(8),2001 

[7] Montgomery, C.A and Wernerfelt, B.㸦1998）, Diversification, Ricardian rents and Tobin's q, 
RAND Journal of Economics ,19(4), 623-632 

[8] Markides, C.C.㸦1995）, Diversification, Refocusing, and  Economic Performance , Strategic 
Management Journal 16(2), 101-118 




